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１．「助成金」とは？
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 助成金は返済不要！

 財源は労働保険料の事業主負担分

 労働保険の適用事業所であることが要件

 労働保険料の滞納がないこと

 出勤簿、賃金台帳、雇用契約書、就業規則など、法律で作成が義務付けられている
帳簿を備えていること

 要件にあてはまれば原則として支給される
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１．「助成金」とは？ 企業が申請する流れ
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例：キャリアアップ助成金（正社員化コース）

転換日までにハローワークへキャリアアップ計画書を提出。

就業規則に正社員化する制度を規定（労働基準監督署へ届出）。

雇用して６か月以上経過している有期契約労働者を正社員へ転換。
その際には、賃金３％以上のＵＰが必要！

さらに６か月経過後、支給申請書をハローワークへ提出。

審査終了後、 決定通知書が届き、助成金が支給される。
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２．【令和８年度】使いやすい助成金

① キャリアアップ助成金（正社員化コース）

② キャリアアップ助成金（賃金規定等改定コース）

③ キャリアアップ助成金（賃金規定等共通化コース）

④ キャリアアップ助成金（賞与・退職金制度導入コース）

⑤ キャリアアップ助成金（短時間労働者労働時間延長支援コース）

⑥ ６５歳超雇用推進助成金（６５歳超継続雇用促進コース）

⑦ ６５歳超雇用推進助成金（高年齢者評価制度等雇用管理改善コース）

⑧ ６５歳超雇用推進助成金（高年齢者無期雇用転換コース）

⑨ 早期再就職支援等助成金（中途採用拡大コース）
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（１）「雇用環境の整備」の助成金
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就業規則又は労働協約その他これに準ずるものに規定した制度に基づき、有期雇用
労働者等を正社員化した場合に助成されます。
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■助成額 （１人当たり）
大企業中小企業助成内容

６０万円（３０万円×２期） ８０万円（４０万円×２期） ①有期⇒正規重点支援
対象者 ３０万円（１５万円×２期） ４０万円（２０万円×２期） ②無期⇒正規

３０万円（３０万円×１期） ４０万円（４０万円×１期） ③有期⇒正規
上記以外

１５万円（１５万円×１期） ２０万円（２０万円×１期） ④無期⇒正規

（１）「雇用環境の整備」の助成金

①キャリアアップ助成金（正社員化コース）

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度

（※）

※多様な正社員（勤務地限定・職務限定・短時間正社員）へ転換等（派遣労働者の直接雇用含む）した場合も正規雇用労働者へ転換等したものとみなされます。

※１年度１事業所当たりの支給申請上限人数20名（同一対象者の２回目の申請を除く）

正社員化
申請期間
①

非正規雇用労働者
として雇用

申請期間
②

正社員として６か月雇用 更に６か月雇用（重点支援対象者の場合）

重点支援対象者については2期目の申請が可能です！

※重点支援対象者については次頁参照
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重点支援対象者とは、次のa～cのいずれかに該当する者です。
a：雇入れから３年以上の有期雇用労働者
b：雇入れから３年未満で、次の（１）（２）いずれにも該当する有期雇用労働者

（新規学卒者は除く）
（１）過去５年間に正規雇用労働者であった期間が合計１年以下
（２）過去１年間に正規雇用労働者として雇用されていない

c：派遣労働者（＊）、母子家庭の母等又は父子家庭の父、人材開発支援助成金の特定の
訓練修了者（次頁参照）

＊派遣労働者を派遣先で正社員として直接雇用する場合

※雇用された期間が通算5年を超える有期雇用労働者については無期雇用労働者とみなします。
※新規学卒者で雇入れから起算して１年未満の者については支給対象外です。（２頁先参照）

（１）「雇用環境の整備」の助成金

①キャリアアップ助成金（正社員化コース）

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度

NEW

■重点支援対象者とは

■その他注意事項
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■重点支援対象者ｃに該当する「人材開発支援助成金の訓練」について
人材開発支援助成金の特定の訓練を修了後に正規雇用労働者へ転換等した場合は、重点支援対象
者となります。対象となる訓練に該当するコースは以下のとおりです。
（１）人材育成支援コース
（２）事業展開等リスキリング支援コース
（３）人への投資促進コース

※ 令和３年12月21日以降に計画届を提出した、同助成金の「旧特別育成訓練コース」及び
「旧特定訓練コース（ITSSレベル２）」も対象。

（１）「雇用環境の整備」の助成金

①キャリアアップ助成金（正社員化コース）

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度

正社員化

非正規雇用労働者として雇用

図：人材開発支援助成金とキャリアアップ助成金を活用して正社員化する場合

訓練
正社員としてさらに６か月雇用

申請期間
①

申請期間
②

正社員としてさらに６か月雇用正社員として６か月雇用

人材開発支援助成金の特定の訓練を修了した
非正規雇用労働者を正社員化した場合に、
キャリアアップ助成金において、重点支援対
象者として２期分の申請が可能となります。
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・新規学卒者とは、学校、専修学校、職業能力開発促進法第15条の７第１項各号に掲げる施設
又は職業能力開発総合大学校を新たに卒業しようとする者及び卒業年度の３月31日までに内
定を得た者をいいます。令和８年４月１日に雇用された新規学卒者については、令和９年３月
31日まで支給対象外です。

※例えば、３月15日に卒業式を迎えたが就職先が決まっておらず４月１日以降に就職先が決
まり、 ５月に就職したという者については、支給対象となり得ます。

（１）「雇用環境の整備」の助成金

①キャリアアップ助成金（正社員化コース）

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度

■新規学卒者の取扱いについて

対象労働者が新規学卒者に該当し、申請事業主に雇い入れられた日から起算して１年を経過し

ていない者については支給対象外となります。
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■加算額 （１事業所当たり）

加 算 額措置内容

２０万円（大企業１５万円）①正社員転換制度を新たに規定し、当該雇用区分に転換 
 等した場合（１事業所当たり１回のみ） 

４０万円（大企業３０万円）
②多様な正社員制度（※）を新たに規定し、当該雇用区  
 分に転換等した場合（１事業所当たり１回のみ） 

※ 勤務地限定・職務限定・短時間正社員いずれか１つ以上の制度 

２０万円（大企業１５万円）
③正規雇用労働者への転換等に係る所定の情報を自ら管 
 理するウェブサイト又は職場情報総合サイト（しょく 
 ばらぼ）に公表した場合（１事業所当たり１回のみ） 

（１）「雇用環境の整備」の助成金

①キャリアアップ助成金（正社員化コース）

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度

１事業所当たりの加算額は以下のとおりです。

NEW
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（１）「雇用環境の整備」の助成金

①キャリアアップ助成金（正社員化コース）

■正規雇用労働者の定義

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度

同一の事業所内の正規雇用労働者に適用される就業規則が適用されている労働者。ただし、

「賞与又は退職金の制度」かつ「昇給」が転換時点で適用されている者に限ります。 

※賞与、退職金、昇給については、企業規模や職種、地域の賃金水準等を勘案した、通常の正規雇用労働者の労働条件
として妥当な額とする必要があります。本助成金の賞与・退職金制度導入コースにおいては、非正規雇用労働者を対
象とした処遇改善の基準として、６か月あたり５万円以上の賞与支給、１万８千円以上の退職金積立を要件としてい
ます。本助成金の正社員化コースの場合は、転換後に担う職務の内容や責任の程度が非正規雇用労働者と異なる前提
（キャリアアップの趣旨）であることから、上述を超える額かつ企業規模等を勘案した額の支給・積立を前提とした
制度であることが指標となり得ます。

※各制度について就業規則等に規定され、正社員に適用されていることが必要です。

※賞与、昇給、退職金：社会通念上、正規雇用労働者の待遇として相当な制度である必要があります。

※正社員化時に試用期間ありとして雇用契約書の交付を受けた者は、試用期間終了日の翌日が正社
員化した日とみなされます（無期→正規とみなされ、助成額が異なります）。 ただし、次頁の対象労働
者要件においては、事業所における正社員化日を基準として、賃金の額又は計算方法が正規雇用労働者と異な
る就業規則等の適用を受けていたことを確認します。
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（１）「雇用環境の整備」の助成金

①キャリアアップ助成金（正社員化コース）

■対象となる労働者要件

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度

賃金の額又は計算方法が「正規雇用労働者と異なる雇用区分の就業規則等」の適用を6か月以上受

けて雇用される有期又は無期雇用労働者。

（例）契約社員と正規雇用労働者とで異なる賃金規定(基本給の多寡や昇給幅の違い)などが適用されるケース

・「正規雇用労働者と異なる雇用区分の就業規則等」が適用されている非正規雇用労働者の正社員転換が必要となります。
（実態に差があったとしても規定の差がない場合は対象となりません）
※基本給、賞与、退職金、各種手当等について、いずれか一つ以上で正規雇用労働者と異なる制度を明示的に定めていれば支給対象となり得ます（通勤手当を
除く）。

（対象となり得る例）
・就業規則等における「適用範囲」の定めにおいて、「契約社員及びパート労働者の就業に関する事項については別に定める」と、非正規雇用労働者の賃金
待遇を別規定とし、別規定上で差が確認できる場合

・正規雇用労働者・非正規雇用労働者で就業規則が一体となっていたとしても「雇用形態」等の条文において、「正規雇用労働者」「契約社員」「パート」
が区別して規定されており、差が確認できる場合

（対象外となる例）
・就業規則等において「個別の雇用契約書で定める」と記載している場合（就業規則等において正規雇用労働者と非正規雇用労働者の間の賃金の額又は計算
方法の違いが確認できず、要件を満たさない。）

・適用される雇用区分の就業規則等において契約期間の定めに係る規定がない場合は、転換前の雇用形態を無期雇用労働者
として取り扱います。



（１）「雇用環境の整備」の助成金
①キャリアアップ助成金（正社員化コース）

13

〇賃金３％アップの計算方法
（正社員への転換前後で所定労働時間や給与支給形態に変更がない場合）

正社員化後
６か月の賃金総額

正社員化前
６か月の賃金総額

正社員化前
６か月の賃金総額 ×100 ≧ ３％÷－

正社員転換

月給２０万円 月給２１万円

転換前
２０万円×６か月＝１２０万円

×１００＝５％(小数点以下切り捨て) ≧ ３％
(１２６万円ー１２０万円)

１２０万円

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度

転換後
２１万円×６か月＝１２６万円

※正社員化前後で所定労働時間や給与支給形態に変更がある場合、賃金を所定労働時間で除し、１時間当たりの賃金
を算出した上で比較します。



・固定残業代が基本給に含まれている場合は、固定残業代に関する時間数と金額等の計算方法、固定残業代を除外した基本給の額を就
業規則又は雇用契約書等に明記してください。

・固定残業代の総額又は時間相当数を減らしている場合（固定残業代を廃止した場合も含む）、転換前後の賃金に固定残業代を含めた場合、
含めなかった場合のいずれで比較しても３％以上増額させている必要があります。
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（１）「雇用環境の整備」の助成金

①キャリアアップ助成金（正社員化コース）

■固定残業代について

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度

■賃金比較（３％以上増額）の際に含めることのできない手当

手当例算定に含めることができない手当

・就業場所までの交通費を補填する目的の「通勤手当」

・家賃等を補填する目的の「住宅手当」

・寒冷地で暖房費を補填する目的の「燃料手当」

・業務に必要な工具等を購入する目的の「工具手当」

・食費を補填する目的の「食事手当」

① 実費補填であるもの

・本人の営業成績等に応じて支払われる「歩合給」

・本人の勤務状況等に応じて支払われる「精皆勤手当」

・所定外労働時間に応じて支払われる「休日手当」

および「時間外労働手当（固定残業代を含む）」

・一定期間のみ適用され将来に減額が見込まれる「調整手当」

② 毎月の状況により変動することが見込まれる等、

実態として労働者の処遇が改善しているか判断でき

ないもの

・一般的に労働者の勤務成績に応じて定期又は臨時に支給される手当（いわゆるボーナス）③ 賞与



（１）「雇用環境の整備」の助成金
①キャリアアップ助成金（正社員化コース）
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６か月間の有期契約で重点支援対象者の社員を雇用。

雇用して６か月経過後、正社員へ転換（同時に給与を３％
以上昇給）。

正社員として６か月雇用後に申請。審査後、４０万円（１期目）が支
給される。

活用例

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度

正社員としてさらに６か月雇用後に申請。審査後、４０万円（２期目）
が支給される（合計８０万円）。

※第２期支給申請の場合は、第１期（正社員化後、通常の勤務をした６か月間）と比較して、第２期（第１期後、
通常の勤務をした６か月間）の賃金を、合理的な理由なく引き下げていないことが必要です。
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（１）「雇用環境の整備」の助成金

②キャリアアップ助成金（賃金規定等改定コース）
有期雇用労働者等の基本給の賃金規定等を３％以上増額改定し、その規定を適用
させ、昇給した場合に助成されます。

■助成額 （１人当たり）

大企業中小企業賃金引上げ率
２.６万円４万円３％以上４％未満
３.３万円５万円４％以上５％未満
４.３万円６.５万円５％以上６％未満
４.６万円７万円６％以上

※１年度１事業所当たりの支給申請上限人数は100人

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度
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（１）「雇用環境の整備」の助成金

②キャリアアップ助成金（賃金規定等改定コース）
■賃金規定とは

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度

以下のように、就業規則や労働協約において賃金額の定めがあるものです。

例：第○条（賃金）
契約社員およびパートタイマーの賃金を○○のとおり定める・・・就業規則

例：第○条（賃金）
賃金は、基本給、時間外手当、通勤手当とする。

第○条（基本給）
基本給は、時給によって定める。なお、その金額は本人の能力および経験等
に応じ、○級：○○円、○級：○○円とする

賃金規定

例：【等級別】1級：○○○円、2級：○○○円、3級：○○○円

※「等級（○級）」の他、「見習い」、「一般」、「中堅」等の名称の区分でも可。
賃金一覧表

※既存の賃金規定等の改定ではなく、
新たに規定を作成した場合であって

も、その内容が、対象労働者の過去3
か月の賃金の支給実態と比較して３

％以上増額していることが確認でき
れば、助成対象になります。

12/15

増額改定前の賃金規定等

を３か月以上運用

６か月分の

賃金算定期間

４/1
賃金規定等改定日

９/30
６か月目の賃金〆日

10/16
賃金支払日翌日

2か月以内に

申請してください

10/15
賃金支払日

支給申請期間

（例）賃金締切日が月末で翌月15日払いの企業の場合

■対象労働者・支給申請のスケジュール
対象労働者に適用される賃金規定等を増額改定した
日の前日から起算して３か月以上前の日から増額改
定後６か月以上の期間継続して雇用されている有期
雇用労働者等が対象となります。対象労働者の賃金
規定等を改定した（賃金規定等の増額を適用した）
後６か月分の賃金を支給した日（※）の翌日から起
算して２か月以内に申請してください。

※例外や他にも要件があります。詳細は各取
扱機関にお問い合わせください。
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（１）「雇用環境の整備」の助成金

②キャリアアップ助成金（賃金規定等改定コース）

２０万円（大企業は１５万円）加算職務評価（※）の手法の活用により
賃金規定等を増額改定した場合

２０万円（大企業は１５万円）加算有期雇用労働者等に適用される昇給
制度を新たに規定した場合

※１事業所当たり１回のみ

■加算額

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

※職務評価とは 職務の大きさ（職務内容・責任の程度）を相対的に比較し、その職務に従事する労働者の待遇が職務の大き
さに応じたものとなっているかの現状を把握することをいいます。なお、職務評価は、個々の労働者の仕事ヘの取り組み
方や能力を評価（人事評価・能力評価）するものとは異なります。

活 用 度
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（１）「雇用環境の整備」の助成金
②キャリアアップ助成金（賃金規定等改定コース）

改定後時給改定前時給等級

1,150円1,110円１

1,170円1,130円２

・・・・・・・・・

1,310円1,270円9

1,330円1,290円10

＜賃金一覧表（時給換算の場合）＞■増額改定から申請までの流れ

有期雇用労働者等の基本給を時給、日給又
は月給に換算（右記は時給換算の例）。
金額の多寡の順に一覧表を作成。
全て（※）の等級の金額が３％以上の増額
となるように改定し、実際に、改定後の基
本給で給与を支給。
※ 既存の賃金規定等を改定する場合、対象労働者が位置づ
けられていない等級も含め、全て増額改定していることが
必要です。

６か月分の賃金を支給した日の翌日から２
か月間、 支給申請ができます。

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度

３％以上UP！
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就業規則または労働協約の定めるところにより、その雇用する全ての有期雇用労
働者等に、正規雇用労働者と共通の職務等に応じた賃金規定等を新たに作成し、
適用した場合に助成されます。

（１）「雇用環境の整備」の助成金
③キャリアアップ助成金（賃金規定等共通化コース）

大企業中小企業

４５万円６０万円１事業所当たり

■助成額

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度

※１事業所当たり１回のみ
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賃金に関する規定又は賃金テーブル等を共通化した日の前日から起算して３か月
以上前の日から共通化後６か月以上の期間継続して雇用されている有期雇用労働
者等で、正規雇用労働者以上の区分に格付けされている者が対象となります。対
象労働者の賃金規定等共通化後６か月分の賃金を支給した日（※）の翌日から起
算して ２か月以内に申請してください。

（１）「雇用環境の整備」の助成金
③キャリアアップ助成金（賃金規定等共通化コース）

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度

３か月以上の雇用期間 ６か月分の賃金算定期間

４/1
賃金規定等共通化日

９/30
６か月目の賃金〆日

10/16
賃金支払日翌日

12/15

支給申請期間

■対象労働者・支給申請のスケジュール

10/15
賃金支払日

（例）賃金締切日が月末で翌月15日払いの企業の場合

2か月以内に

申請してください

※例外や他にも要件があります。詳細は各取扱機関にお問い合わせください。
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（１）「雇用環境の整備」の助成金
③キャリアアップ助成金（賃金規定等共通化コース）

有期雇用労働者等正規雇用労働者区分

月給××万円６等級

月給×▲万円５等級

時給○○円月給■■万円４等級

時給□△円月給▲▲万円３等級

時給×○円２等級

時給×△円１等級

■賃金テーブル等共通化のイメージ

※正規雇用労働者の月給■■万円を時給換算し、有期雇用労働者等の時給○○円と比較した結果、
月給■■万円の時給換算額≦時給○○円となっていること。
<換算・比較方法>

正規雇用労働者の月給 ÷ 正規雇用労働者の月の労働時間数（注） ≦ 有期雇用労働者等の時給
（注）正規雇用労働者の１日の所定労働時間×月平均労働日数（週の所定労働日数×52÷12）

※上記のように、正規雇用労働者の等級（等級の下に号俸が存在する場合は号俸）と有期雇用労働等
の時給が１対１対応となっていること。

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度
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（１）「雇用環境の整備」の助成金

③キャリアアップ助成金（賃金規定等共通化コース）

有期雇用労働者等正規雇用労働者区分

―
業務に関する高度な専門的知識・技能を有し、係の中・
短期目標の遂行を図るとともに、部下の指導・ 教育を
行い、その意欲を向上させることができる。

企画・監督６等級

―
業務に関する一般的な専門的知識・技能を有し、グルー
プの短期目標の遂行を図ることができるとともに、下位
等級者に的確な助言ができる。

判断・指導５等級

業務に関する高度な実務知識・技能を有し、判断を要す
る業務を確実に遂行するとともに、下位等級者に部分的
な助言ができる。

判断
業務に関する高度な実務知識・技能を有し、判断を要す
る業務を確実に遂行するとともに、下位等級者に部分的
な助言ができる。

判断４等級

業務に関する一般的な実務知識・技能を有し、ある程度
判断力を必要とする業務を、確実に遂行できる。定型熟練業務に関する一般的な実務知識・技能を有し、ある程度

判断力を必要とする業務を、確実に遂行できる。定型熟練３等級

業務に関する基礎的な実務知識・技能を有し、主として
定型的な業務を、正確に遂行できる。一般定型―２等級

特別な実務知識・技能を必要としない日常の反復補助的
な業務を、細部的な指示を受けながら、正確に遂行でき
る。

定型補助―１等級

賃金テーブル等が適用されるための合理的な条件

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度
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（１）「雇用環境の整備」の助成金

④キャリアアップ助成金（賞与・退職金制度導入コース）

就業規則又は労働協約の定めるところにより、全ての有期雇用労働者等に関して、賞与もしくは
退職金制度又はその両方を新たに設け、支給又は積立てを実施した場合に助成されます。

■助成額

大企業中小企業

３０万円４０万円１事業所当たり

・対象労働者１人につき、賞与は６か月分相当として５０，０００円以上の支給、退職金は１か月分
相当として３，０００円以上を６か月分又は６か月分相当として１８，０００円以上の積立てをす
る必要があります。

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度

※１事業所当たり１回のみ
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（１）「雇用環境の整備」の助成金

④キャリアアップ助成金（賞与・退職金制度導入コース）

賞与もしくは退職金制度又はその両方を新たに設けた日（以下「新設日」という）の前日から起
算して３か月以上前の日から、新設日以降６か月以上の期間（新設日以降について勤務をした日
数<有給休暇等含む>が１１日未満の月は除く）継続して雇用されている有期雇用労働者等が対
象となります。対象労働者に、初回の賞与の支給または退職金の積立て後６か月分の賃金を支給
した日（※）の翌日から起算して２か月以内に申請してください。

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度

■対象労働者・支給申請のスケジュール

３か月以上の

雇用期間

６か月分の

賃金算定期間

11/30
６か月目の賃金〆日

12/16
賃金支払日翌日

2か月以内に

申請してください

支給申請期間

４/1 ６/1
賞与・退職金制度の導入

6/30
例：初回の賞与支給日

（例）賃金締切日が月末で翌月15日払いの企業の場合

２/15

12/15
賃金支払日

※例外や他にも要件があります。詳細は各取扱機関にお問い合わせください。
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（１）「雇用環境の整備」の助成金

④キャリアアップ助成金（賞与・退職金制度導入コース）

※制度を同時に導入する必要はありますが、初回の賞与の支給日と初回の退職金の積立て日が同日である必要
はありません。

■加算額

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

活 用 度

１６.８万円（大企業は１２.６万円）加算賞与制度と退職金制度を
同時に導入した場合

◆賞与の支給 → 退職金の積立て

の場合のスケジュール

３か月以上の

雇用期間

６か月分の

賃金算定期間

４/1
賞与・退職金

制度を同時に導入

12/31
６か月目の賃金〆日

１/16
賃金支払日翌日

１/15
賃金支払日

支給申請期間

７/1 ３/15

７/18

積立て日 2か月以内に

申請してください

6/30
初回の賞与 初回の退職金

支給日

・賃金締切日が月末で翌月15日払いの企業の場合

※退職金の積立て → 賞与の支給の場合はスケジュールが異なります。

支給申請期間は初回の賞与又
は退職金の積立て日のいずれ
か遅い日から６か月分の賃金
を支給した日の翌日から起算
して２か月以内となります。
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（１）「雇用環境の整備」の助成金

⑤キャリアアップ助成金（短時間労働者労働時間延長支援コース）

１人当たり助成額要件
小規模企業（※１）中小企業大企業賃金の増加所定労働時間の延長

５０万円４０万円３０万円

－５時間以上
５％以上４時間以上５時間未満

１０％以上３時間以上４時間未満
１５％以上２時間以上３時間未満

【１年目】

雇用する短時間労働者に、以下の取組みを行った場合に支給されます。
・新たに社会保険に加入させるとともに、労働時間の延長等の取組みを行った場合（１年目の取組

み）
・１年目の取組み後、労働時間の延長又はキャリアアップのための取組みを行った場合（２年目の取

組み）
■助成額

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術
※１ 本コースにおける小規模企業とは、常時雇用する労働者の数が３０人以下の企業をいいます。

※複数年度かけて下記要件を満たす場合も対象となります。

活 用 度
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（１）「雇用環境の整備」の助成金

⑤キャリアアップ助成金（短時間労働者労働時間延長支援コース）

１人当たり助成額要件
小規模企業（※１）中小企業大企業賃金の増加所定労働時間の延長

２５万円２０万円１５万円

－
労働時間を更に
２時間以上延長

基本給を更に
５％以上増加

又は昇給、賞与
若しくは退職金

制度の適用
－

【２年目】
■助成額

【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

※１ 本コースにおける小規模企業とは、常時雇用する労働者の数が３０人以下の企業をいいます。

※社会保険適用後、１年目と２年目で比較します。

活 用 度



（１）「雇用環境の整備」の助成金

⑥６５歳超雇用推進助成金（６５歳超継続雇用促進コース）

29

※〈 〉内は引き上げた年齢

定年の廃止７０歳以上
６６～６９歳

６５歳
〈５歳以上〉〈５歳未満〉

６０万円４５万円４０万円２５万円１５万円１～３人
１２０万円７０万円６５万円３２万円２０万円４～６人
１８０万円１１５万円１１０万円３９万円２５万円７～９人
２４０万円１４０万円１３５万円４６万円３０万円１０人以上

労働協約又は就業規則により、①６５歳以上への定年引上げ、②定年の定めの廃止、③６６歳以
上の年齢まで雇用する継続雇用制度の導入、④他社による継続雇用制度の導入、のいずれかに該
当する制度を実施した場合に支給されます。

①６５歳以上への定年引上げ、又は②定年の定めの廃止

活 用 度

■助成額

措置内容
60歳以上
被保険者数

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

NEW



（１）「雇用環境の整備」の助成金

⑥６５歳超雇用推進助成金（６５歳超継続雇用促進コース）

30

③ ６６歳以上の年齢まで雇用する継続雇用制度の導入

７０歳以上６６～６９歳

４０（３６）万円２２（２０）万円１～３人
６５（６０）万円３７（３２）万円４～６人

１０５（９５）万円６０（５０）万円７～９人
１３０（１２０）万円９０（７５）万円１０人以上

■助成額

措置内容60歳
以上被保険者数

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

※（ ）内は基準該当者（※１）を対象とした継続雇用制度を導入した場合の支給額

※④他社による継続雇用制度の導入にも、一定の助成額が支給されます。
※１ 令和８年度改正では、継続雇用制度について、従来の希望者全員を対象とする制度に加え、
会社が設けた基準に該当する者（基準該当者）を対象とする制度も支給対象になりました。

NEW

NEW



（１）「雇用環境の整備」の助成金

⑥６５歳超雇用推進助成金（６５歳超継続雇用促進コース）

31

活用例 ６０歳以上の雇用保険被保険者が１人の会社

申請し、審査の後４０万円が支給された。

定年が間近でも就労意欲の高い社員がいるので、継続雇用の年齢を
見直すことに。

就業規則を改定し、希望者全員継続雇用制度を導入した。継続
雇用の上限年齢を６５歳から７０歳へ引き上げた。

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術
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【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

（１）「雇用環境の整備」の助成金

⑦６５歳超雇用推進助成金（高年齢者評価制度等雇用管理改善コース）
活 用 度

５５歳以上の高年齢者のための雇用管理制度を導入又は改善し、
実施した場合に支給されます。

■助成対象となる制度（高年齢者雇用管理整備措置）
①高年齢者の職業能力を評価する仕組みを活用した賃金・人事処遇制度
②労働時間制度
③在宅勤務制度
④研修制度
⑤法定外の健康管理制度（導入に限る）
⑥①～⑤の他、高年齢者の雇用の機会の増大のために必要な雇用管理制度

NEW
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【令和8年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

（１）「雇用環境の整備」の助成金

⑦６５歳超雇用推進助成金（高年齢者評価制度等雇用管理改善コース）
活 用 度

■助成額 NEW

②労働時間制度
③在宅勤務制度

④研修制度
⑤法定外の健康管理制度（導入に限る）
⑥①～⑤の他、高年齢者の雇用の機会の

増大のために必要な雇用管理制度

①高年齢者の職業能力を評価する仕組みを
活用した賃金・人事処遇制度

３０万円（２３万円）６０万円（４５万円）
※複数の措置を併せて講じた場合、各措置に係る支給額のうち最も高くなる措置についてのみ支給されます。
※①～⑥のうちいずれかの措置の実施に伴い必要となる機器等の導入を行った場合、当該導入に要した経費
の額（上限50万円）に60％（大企業は45％）を乗じた額が加算されます（100円未満は切り捨て）。

※（ ）内は大企業の助成額



（１）「雇用環境の整備」の助成金

⑧６５歳超雇用推進助成金（高年齢者無期雇用転換コース）

34

雇用された期間が通算して１年以上５年以内で５０歳以上かつ定年年齢未満の有期契約労働者（派
遣労働者は除く）を無期雇用労働者に転換させた会社に対し支給されます。

※無期雇用転換日において６４歳以上の者はこの助成金の対象労働者になりません。
※有期契約労働者を無期雇用労働者に転換する実施時期が明示され、かつ有期契約労働者として締結された契
約に係る期間が通算１年以上５年以内の者を無期雇用労働者に転換する制度を就業規則等に規定する場合に限
ります。

大企業中小企業
３０万円４０万円対象労働者１人につき

・１支給申請年度１適用事業所当たり１０人までです。

■助成額

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

NEW



（１）「雇用環境の整備」の助成金

⑨早期再就職支援等助成金（中途採用拡大コース）

35

対象者を雇い入れる前日までに中途採用計画を労働局へ提出した上で、中途採用者
の雇用管理制度（※）を整備して中途採用を拡大し、対象者を期間の定めのない労
働者として雇い入れた会社が利用できます。
※中途採用者に適用される募集・採用以外の雇用管理制度（労働時間・休日、雇用契約期間、評価・処遇制度、福利厚生などについて、書面等
により従業員全体に広く周知された規則、規定等）が、新規学卒者等に適用されるものと同じであることが求められます。

要件中途採用1名当たり
・中途採用率の拡大
中途採用率を前年同期と比較して５ポイント以上上昇させる、又は
計画期間中の中途採用率を50％以上とすること
・中途採用者の賃金上昇
雇い入れた中途採用者の賃金を雇入れ前と比べて５％以上、上昇さ
せること

２０万円通常助成

１年度１事業所当たり２０人まで

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

・成長要件加算あり：1名当たり１０万円（別途要件を満たす必要があります）

■助成額

NEW

NEW



２．【令和８年度】使いやすい助成金

① 人材開発支援助成金（人材育成支援コース）

② 人材開発支援助成金（人への投資促進コース）

③ 人材開発支援助成金（事業展開等リスキリング支援コース）

④ 人材開発支援助成金（各コース共通ポイント）

⑤ 「人材育成」に役立つ助成金比較

36

（２）「人材育成」の助成金

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術



（２）「人材育成」の助成金

①人材開発支援助成金（人材育成支援コース）
従業員に対し、計画に沿って職業訓練を実施する場合に利用できます。

37

活 用 度

※人材育成訓練、認定実習併用職業訓練、中高年齢者実習型訓練の場合、定期的なキャリアコンサルティングの機会の
確保について対象時期を明記して就業規則等に定める必要があります。

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

訓練内容対象労働者対象訓練
職務に関連した知識及び技能を習得させるための１０時間以
上のOFF-JT

雇用保険被保険者又は有期契約
労働者等
※訓練の終了日又は支給申請日に雇
用保険被保険者であることが必要で
す。

人材育成訓練（※）

厚生労働大臣の認定を受けた訓練で、かつ、OFF-JT（１０
時間以上）とOJTを組み合わせた６か月以上の訓練

雇用保険被保険者認定実習併用職業訓練（※）

正社員経験の少ない有期契約労働者等を正社員に転換させる
ためのOFF-JT（１０時間以上）とOJTを組み合わせた２か月
以上の訓練

有期契約労働者等
※訓練の終了日又は支給申請日に雇
用保険被保険者であることが必要で
す。

有期実習型訓練

中高年齢者に実践的なスキルを習得させるため、OJTとOFF-
JTを組み合わせて実施する、２か月以上かつOJTの割合が１
割以上９割以下の訓練

４５歳以上の雇用保険被保険者
中高年齢者実習型訓練（※）

NEW



（２）「人材育成」の助成金

①人材開発支援助成金（人材育成支援コース）
■助成額・助成率

38

活 用 度

※（ ）内は大企業の助成額・助成率、（ ）のない項目は企業規模不問
※〈 〉内は賃金要件又は資格等手当を満たした場合の加算

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

OJTOFF-JT
対象労働者助成対象訓練 実施助成額

［１人１訓練当たり］経費助成率賃金助成額
［１人１時間当たり］

－

正規雇用労働者等
４５％（３０％）

〈６０％（４５％）〉
有期契約労働者等
７０％〈８５％〉

８００円（４００円）
〈１，０００円（５００円）〉

雇用保険被保険者
又は有期契約

労働者等

人材育成訓練
（１０時間以上の

OFF-JT）

２０万円（１１万円）
〈２５万円（１４万円）〉

４５％（３０％）
〈６０％（４５％）〉雇用保険被保険者認定実習併用職業訓練

（OFF-JT＋OJT）

１０万円（９万円）
〈１３万円（１２万円）〉

正社員化した場合
７５％〈１００％〉有期契約労働者等有期実習型訓練

（OFF-JT＋OJT）

６０％（４５％）
〈７５％（６０％）〉

４５歳以上の雇用
保険被保険者

中高年齢者
実習型訓練

（OFF-JT＋OJT）

NEW



（２）「人材育成」の助成金

②人材開発支援助成金（人への投資促進コース）

OJT実施助成額
（１人１訓練当たり）経費助成率・額賃金助成額

（１人１時間当たり）対象訓練・制度対象労働者訓練等メニュー

２０万円（１１万円）
〈２５万円（１４万円）〉

６０％（４５％）
〈７５％（６０％）〉

８００円（４００円）
〈１,０００円（５００円）〉

OFF-JTとOJTの組み合わせの訓練（IT分
野関連の訓練）

正規/
非正規

情報技術分野認定実習
併用職業訓練

―７５％
（６０％）

１,０００円
（５００円）

高度デジタル訓練（ITスキル標準（ITSS）、
DX推進スキル標準（DSS－P）レベル４又は
３の取得を目標とする講座他）

高度デジタル人材訓練

―７５％
（大企業も同率）

国内大学院
１,０００円海外も含む大学院での訓練成長分野等人材訓練

―６０％（４５％）
〈７５％（６０％）〉―サブスクリプション型の研修サービス定額制訓練

―４５％〈６０％〉―労働者の自発的な訓練費用を会社が負担し
た訓練自発的職業能力開発訓練

―
制度導入経費

２０万円
〈２４万円〉

１,０００円（８００円）
〈 ー （１,０００円）〉
上限時間数１,６００時間

（１,２００時間）
（有給の訓練休暇取得
１人１時間当たり）

長期教育訓練休暇制度
（合計３０日以上の休暇取得）

長期教育訓練休暇等制度

―
制度導入経費

２０万円
〈２４万円〉

―教育訓練短時間勤務等制度

39

【訓練コースの内容と助成額】 ※（ ）内は大企業の助成額・助成率、（ ）のない項目は企業規模不問
※〈 〉内は賃金要件又は資格等手当要件加算

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

★令和９年３月３１日までの時限措置



（２）「人材育成」の助成金

③人材開発支援助成金（事業展開等リスキリング支援コース）
会社が従業員に対して、事業展開等の実施計画に基づき、事業化やDX化等、又は人事・人材育成
計画に沿った配置転換に必要となる知識や技能を習得させるためにOFF-JTによる訓練を行った場
合に支給されます。

40

※（ ）内は大企業の助成率・助成額 ※〈 〉内は賃金要件又は資格等手当要件を満たした場合の加算■助成額

・新規事業の立上げ、事業転換等に関する事業展開等実施計画の作成と事前提出が要件となっています。
・本コースは、会社都合により解雇された従業員がいても助成を受けられる場合があります。
・同一の労働者について助成対象となる訓練の受講回数は、１年度につき３回までです。
・人への投資促進コースの定額制訓練、自発的職業能力訓練のうち定額制サービスによる訓練、事業展開等リ
スキリング支援コースのうち定額制サービスによる訓練は、全て合わせて１人につき１年度３回までです。
・eラーニング・通信制による訓練等、定額制サービスによる訓練及び育休中の訓練は経費助成のみ対象とな
り、賃金助成はありませんが、育児休業中の訓練を除き、当該訓練中は適正に賃金を支払う必要があります。
※１ 設備投資加算の上限額は、支給対象労働者１人当たり１５万円、１０人以上の場合１５０万円です。

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

★令和９年３月３１日までの時限措置

NEW

設備投資加算（※１）
［１コースの導入費用当たり］経費助成率賃金助成額

［１人１時間当たり］
〈５０％（－）〉７５％（６０％）１，０００円（５００円）

NEW

NEW



（２）「人材育成」の助成金

③人材開発支援助成金（事業展開等リスキリング支援コース）

41

活用例

さまざまな会社でDX推進の武器となるチャットボットを開
発・運営する新事業を立ち上げたい。

社員１０人に、DX人材を養成する専門実践教育訓練（２００
時間）を１人当たり６５万円で受講させ、チャットボット開
発チームを立ち上げた。

申請し、審査の後６８７．５万円が支給された。

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

★令和９年３月３１日までの時限措置

職業能力開発推進者を選任し、事業内能力開発計画を策定・
周知。



（２）「人材育成」の助成金

④人材開発支援助成金（各コース共通ポイント）

■賃金要件・資格等手当要件の加算とは？

42

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

次の賃金要件又は資格等手当要件のいずれかを満たしている場合、事後に別途申請することによ
り、各コースに示されている加算分が追加で支給されます。

■賃金要件
毎月決まって支払われる賃金について、訓練終了日の翌日から１年以内に５％以上の賃上げ
（賃金改定）となっていること。
※賃金改定前後それぞれ３か月間の賃金総額を比較し、全対象労働者について５％以上上昇しているこ
と。

■資格等手当要件
資格等手当について、就業規則等に支給内容を定めた上で、訓練終了日の翌日から１年以内
に支給し、毎月決まって支払われる賃金を３％以上増加させていること。
※資格等手当支給前後それぞれ３か月間の賃金総額を比較し、全対象労働者について３％以上上昇し
ていること。



（２）「人材育成」の助成金

④人材開発支援助成金（各コース共通ポイント）

■共通の注意点

43

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

・OFF-JTは事業活動と区別される訓練、OJTは事業活動中に行われる訓練です。

・OFF-JTは原則１０時間以上、OJTを組み合わせる場合は原則２か月以上実施
される必要があります（時間数と期間の要件は訓練により異なる場合があるの
で特に注意）。

・対象となる経費は支給申請までに会社が全て負担している必要があります。
教育機関からキックバック等を受けた場合や受ける予定がある場合などは支給
対象経費に該当しないものとして取り扱われます。

・各コースには他にも要件があります。詳細は各取扱期間にお問い合わせくだ
さい。



（２）「人材育成」の助成金
⑤「人材育成」に役立つ助成金比較 ※支給申請までに訓練経費の全額支払いが必要

44
【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

事業展開等
リスキリング支援

コース
人への投資促進コース人材育成支援コース

（中高年齢者実習型訓練）
人材育成支援コース
（有期実習型訓練）

人材育成支援コース
（有期実習型訓練、中高年
齢者実習型訓練を除く）

雇用保険被保険者雇用保険被保険者雇用保険被保険者有期契約労働者等雇用保険被保険者等対象者

１０時間以上１０時間以上
（例外有）

総訓練時間数が６か月当たりの時間数に換算して
４２５時間以上（訓練実施期間２か月以上）１０時間以上（例外有）訓練

時間数

・OFF-JTのみ・OFF-JTのみ
・OFF-JTとOJT・OFF-JTとOJT・OFF-JTのみ

・OFF-JTとOJT
訓練
形態

・測量作業に活用す
るドローンの国家資
格を取得するための
訓練

・IT分野未経験者を即
戦力化する訓練

・社内システム刷新に伴い、
中高年の従業員へOFF-JTに
より情報セキュリティ研修
等＋OJTにより操作方法等の
訓練

・運輸業で、OFF-JT
により大型自動車運転
免許を取得させるため
の訓練＋OJTにより配
送・配達等の実務研修

・新人研修（マナー講習等
が半分未満の場合）
・経理担当者の会計実務研
修受講等、職務内容に沿っ
た実務・専門研修

例

・令和９年３月３１日までの時限措置・４５歳以上の従業員が対
象
・就業規則等に、定期的な
キャリアコンサルティング
の機会の確保について規定
が必要

・訓練終了後、支給申
請日までに、正社員等
への転換等が必要

・就業規則等に、定期的な
キャリアコンサルティング
の機会の確保について規定
が必要

特徴
・新規事業展開、DX
化、人材育成計画等
に必要となる専門的
な知識や技能を習得
させる訓練に高率・
高額助成

・従業員の自発的な研
修受講・参加に対応可
能

・OJT実施状況報告書は受講者本人の作成であることが必要

NEW



２．【令和８年度】使いやすい助成金

① 両立支援等助成金（出生時両立支援コース【子育てパパ支援助成金】）

② 両立支援等助成金（育児休業等支援コース）

③ 両立支援等助成金（育休中等業務代替支援コース）

④ 両立支援等助成金（柔軟な働き方選択制度等支援コース）

⑤ 両立支援等助成金（介護離職防止支援コース）

45

（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

中小企業のみが対象

中小企業のみが対象※一部例外あり

中小企業のみが対象

中小企業のみが対象

中小企業のみが対象※一部例外あり



（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

① 両立支援等助成金（出生時両立支援コース【子育てパパ支援助成金】）

46

■助成額
・1人目（連続5日（うち所定労働日4日）以上の育児休業取得、雇用環境整備措置を所定の数（原則2つ）以上
実施）：20万円

※雇用環境整備措置を4つ以上実施した場合30万円
・2人目・3人目（要件はそれぞれ異なります）：10万円

1.男性労働者の
育児休業取得

（中小企業のみ）

以下のいずれかを達成すると60万円 ※プラチナくるみん認定事業主は15万円加算
A. 申請年度の前事業年度の男性労働者の育休取得率が、前々事業年度と比較して30ポイント以上UP&育休取得率50%
以上
B. 申請年度の前々事業年度で子が出生した男性労働者が5人未満、かつ申請前事業年度と前々事業年度の男性労働者の
育休取得率が連続70%以上

2.男性労働者の
育児休業取得率

の上昇等
（300人以下の特定事業主の

み）

２万円
（1.の1～3人目のいずれか、又は2.のいずれか1回限り加算）

育児休業等に関する情報公表加算
（育児休業の取得状況を厚生労働省ウェブサイト「両立支援の

ひろば」で公表）

活 用 度

※1企業について「1.男性労働者の育児休業取得」は3人目まで、「2.男性労働者の育児休業取得率の上昇等」は1回限りの支給となります。

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術



（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

① 両立支援等助成金（出生時両立支援コース【子育てパパ支援助成金】）

47

活用例

男性社員から第一子が生まれる予定と報告を受けた。でも、男性が育休取得を上司
に言い出せない社内の雰囲気があるな・・・・

申請し、審査の後２０万円が支給される。

男性社員が子の出生後８週間以内に、
連続６日の育児休業を取得。

男性の育休取得について管理職向けの研修会を実施するなど、２つの雇用環境整備
を実施し、また育休取得者の業務を代替する従業員の業務を見直して規定を策定し、
育児休業を取りやすい業務体制を整えた。

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術



（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

② 両立支援等助成金（育児休業等支援コース）

48

育休復帰支援プランを策定・導入し、対象労働者が産後休業を含め育休を３か月以
上取得した場合（育休取得時）と、復帰後６か月以上継続雇用された場合（職場復
帰時）に利用できる。

プランを策定し、育休を取得したとき
３０万円育休取得時

助成額
育休取得者が職場復帰したとき

３０万円職場復帰時

育休取得時・職場復帰時

活 用 度

※ １企業２人まで支給（無期雇用労働者、有期雇用労働者各１人）
【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術



（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

② 両立支援等助成金（育児休業等支援コース）

49

育児休業の取得状況（男性の育児休業等取得率、女性の育児休業取得率、男女別の
育児休業平均取得日数）を厚生労働省ウェブサイト「両立支援のひろば」で公表し
た場合に「育休取得時」「職場復帰時」のいずれかへ加算される。

育児休業等に関する情報公表加算

２万円助成額

※１企業１回限り支給

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術



（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

② 両立支援等助成金（育児休業等支援コース）

50

社員に育児休業を取りたいと相談された。
取らせてあげたいけど、育児休業取得者は初めてだから社内でも制度を整え
ないと・・・・

休業に入る前の業務棚卸しや引継ぎの実施方法、休業中の職場情報の提供の実施など
を盛り込んだ育休復帰支援プランを作成し、そのプランに基づき育休を取得させ、職
場復帰した。また、この機会に育児休業の取得状況を厚生労働省ウェブサイト「両立
支援の広場」に公表した。

審査後、合計で６２万円が支給される。

活用例

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

育児休業等支援コース
（育休取得時30万円・職場復帰時30万円）

６０万円

育児休業等に関する
情報公表加算

２万円



（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

③ 両立支援等助成金（育休中等業務代替支援コース）

51

１．手当支給等（育児休業）
必要な取組み

①代替業務の見直し・効率化の取組みを実施している
②業務を代替する労働者への手当制度等を就業規則等に規定して

いる
③対象者が７日以上の育児休業を取得し、復帰後も支給申請日ま

で継続雇用している
④業務を代替する労働者に対し手当等を支給している

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術



（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

③ 両立支援等助成金（育休中等業務代替支援コース）

52

２．手当支給等（短時間勤務）

必要な取組み

①代替業務の見直し・効率化の取組みを実施している
②業務を代替する労働者への手当制度等を就業規則等に規定している
③ 対象者が育児のための短時間勤務制度を１か月以上利用し、支給申

請日まで継続雇用している
④業務を代替する労働者に対し手当等を支給している

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術



（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

③ 両立支援等助成金（育休中等業務代替支援コース）

53

３．新規雇用（育児休業）

必要な取組み

① 育児休業を取得する労働者の代替要員を新規雇用又は新規の派遣受
入れで確保している

② 対象者が７日以上の育児休業を取得し、復帰後も支給申請日まで継
続雇用している

③代替要員が育児休業中に業務を代替している（育休取得者と同じ事
務所、部署で勤務し、所定労働時間が育休取得者の1/2 以上である
こと）

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術



（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

③ 両立支援等助成金（育休中等業務代替支援コース）

54

１．手当支給等（育児休業）

Ａ．業務体制整備経費：６万円
（育児休業1か月未満：２万円）

（※ 労務コンサルティングを社労士等の外部
専門事業者に委託した場合は20万円）
Ｂ．業務代替手当：支給総額の３／４

（プラチナくるみん認定事業主は４／５）
※上限10万円/月、24か月分まで

AとBの合計額
（最大260万円）

助
成
額

【１人当たりの額】

活 用 度

※業務体制整備経費は、1人目の対象者について1回限りの支給

※企業規模を問わず利用可能

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術



（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

③ 両立支援等助成金（育休中等業務代替支援コース）

55

A.業務体制整備経費：３万円
※ 労務コンサルティングを社労士等の外部専

門事業者に委託した場合は20万円
B.業務代替手当：支給総額の３／４
※ 上限3万円/月、子が3歳になるまで

AとBの合計額
（最大1２８万円）

助
成
額

【１人当たりの額】

２．手当支給等（短時間勤務）

活 用 度

※ 業務体制整備経費は、1人目の対象者について1回限りの支給

※企業規模を問わず利用可能

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術



（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

③ 両立支援等助成金（育休中等業務代替支援コース）

56

３．新規雇用（育児休業）

「育児休業期間中に業務代替した期間」に応じて以下の額を支給
・７日以上１４日未満：９万円〈１１万円〉
・１４日以上１か月未満：１３．５万円〈１６．５万円〉
・１か月以上３か月未満：２７万円〈３３万円〉
・３か月以上６か月未満：４５万円〈５５万円〉
・６か月以上１年未満：６７．５万円〈８２．５万円〉
・１年以上：８１万円〈９９万円〉
※ 〈 〉内の額は、プラチナくるみん認定事業主への割増支給額

助成額

【１人当たりの額】

※１.手当支給等（育児休業） ～３.新規雇用（育児休業）全て合わせて１年度 １０ 人まで、初
回から５年間支給。

※くるみん認定を受けた会社は、１年度の上限人数にかかわらず、令和12年度まで延べ５０人
を限度に支給。

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

※300人以下の特定事業主のみ

NEW



（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

③ 両立支援等助成金（育休中等業務代替支援コース）

57

育児休業取得者や育児のための短時間制度利用者が有期雇用労働者である場合、
「１.手当支給等（育児休業）」「２.手当支給等（短時間勤務）」「３.新規雇用
（育児休業）」へ加算される。

有期雇用労働者加算

１０万円助成額

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

※育休取得者又は短時間勤務者が有期雇用労働者かつ業務代替期間1か月以上の場合に加算



（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

③ 両立支援等助成金（育休中等業務代替支援コース）

58

育児休業の取得状況（男性の育児休業等取得率、女性の育児休業取得率、男女
別の育児休業平均取得日数）を厚生労働省ウェブサイト「両立支援のひろば」
上で公表した場合に「１.手当支給等（育児休業）」「２.手当支給等（短時間勤
務）」「３.新規雇用（育児休業）」へ加算される。

育児休業等に関する情報公表加算

２万円助成額

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術



（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

④ 両立支援等助成金（柔軟な働き方選択制度等支援コース）

59

必要な取組み
①柔軟な働き方選択制度（下記）を3つ以上導入する

利用実績の基準制度名称

合計２０日以上制度利用
フレックスタイム制度又は時差出勤制度
育児のためのテレワーク等
柔軟な働き方を実現するための短時間勤務制度

労働者負担額の5割以上かつ3万円以上、又は10万円以上補助保育サービスの手配及び費用補助制度
合計20時間以上制度利用養育両立支援休暇制度

②制度利用開始日の前日までに、 柔軟な働き方選択制度等の利用について、「育児に係る柔軟な働き方支援
プラン」による支援を実施する方針を社内周知する

③制度利用開始日の前日までに、労働者との面談を実施し、本人の希望等を確認・結果記録の上、業務体制
の検討や制度利用後のキャリア形成円滑化のための措置を盛り込んだプランを作成する

④ 制度利用開始から６か月間の間に、対象者が柔軟な働き方選択制度を一定基準以上利用している

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術



（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

④ 両立支援等助成金（柔軟な働き方選択制度等支援コース）

60

■助成額

20万円
（4つ以上導入は25万円）

1. 柔軟な働き方選択制度
（制度を3つ以上導入し、対象者が制度利用）

30万円
（1事業主1回限り）

2. 子の看護等休暇制度有給化支援
（小学校3年生修了前の子が対象・有給化&10日以上付与&時間
単位取得可能 等）

・1企業1回限り支給
・育児休業の取得状況を厚生労働省ウェブサ

イト「両立支援のひろば」上で公表した
場合加算

２万円育児休業等に関する情報公表加算

（１年度につき１企業５人まで）

※制度利用期間延長加算/障害児等要配慮支援加算 それぞれ20万円（1企業につき1回限り）

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

NEW

NEW



（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

⑤ 両立支援等助成金（介護離職防止支援コース）

61

１．介護休業
①介護休業の取得・職場復帰支援に関する方針の社内周知
②労働者との面談を実施し、介護支援プランを作成・実施
③ 対象労働者が連続５日以上の介護休業を取得し、復帰後も支給申請日まで継続雇用

活 用 度

２．介護両立支援制度
・上記①及び②の実施
・ いずれかの介護両立支援制度（※）を対象労働者が一定基準以上利用し、支給申請日まで

継続雇用
※介護両立支援制度…時差出勤制度／介護のための短時間勤務制度／介護のための在宅勤務制度／介護のためのフレックスタイ

ム制度／介護サービス費用補助制度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

３．業務代替支援
（１） 新規雇用：介護休業取得者の業務代替要員を新規雇用又は派遣で受入れ
（２）手当支給等：業務を代替する労働者への手当制度等を就業規則等に規定し利用



（３）「子育てなどの両立支援」の助成金

⑤ 両立支援等助成金（介護離職防止支援コース）

62

活 用 度

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

取得＆復帰：４０万円 （連続１５日以上の休業の場合、６０万円）１．介護休業

助
成
額

２０万円
（合計６０日以上の休業の場合、３０万円）

A： 制度を1つ導入&対象労働者が当該制度を利用２．介護両立
支援制度

２５万円
（合計６０日以上の休業の場合、４０万円）

B： 制度を2つ以上導入&対象労働者が当該制度
を1つ以上利用

２０万円
（連続１５日以上の休業の場合、３０万円）

（１） 新規雇用

３．業務代替
支援

５万円
（連続１５日以上の休業の場合、１０万円）

A： 介護休業取得者の業務
代替者に手当を支給

（２）手当支給等
３万円B：介護短時間勤務者の業務

代替者に手当を支給

※ 1.～3.は利用者１人当たりの額（それぞれ1企業5人まで） ４.は１企業当たり１回限り
※ 環境整備加算10万円(1.～3.が対象）／有期雇用労働者加算10万円（１.と２.のみ対象） それぞれ１企業当たり１回に限り加算

4．介護休暇制度有給化支援 30万円 （10日以上の有給休暇付与は50万円） NEW

NEW



２．【令和８年度】使いやすい助成金

① 人材確保等支援助成金（雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）

② 人材確保等支援助成金（外国人労働者就労環境整備助成コース）

③ 働き方改革推進支援助成金（労働時間短縮・年休促進支援コース）

④ 働き方改革推進支援助成金（勤務間インターバル導入コース）

⑤ 業務改善助成金

63

（４）「人材確保・働き方改革」の助成金

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

中小企業のみが対象

中小企業のみが対象

中小企業のみが対象



（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
①人材確保等支援助成金（雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）

従業員にとって「魅力ある職場」を創出するため、新たに雇用管理制度や業務負担軽減機器等を導入し、
従業員の離職率低下が図られた場合に支給されます。

64
【令和８年度版】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

以下の雇用管理制度を導入し、離職率を目標値以上に低下させた場合に、以下の金額が支給されます。

上限額助成額対象となる雇用管理制度

８０万円
（１００万円）

１制度導入につき
４０万円

（５０万円）

①賃金規定制度【中小企業に限る】
（賃金規定及び賃金表を新たに整備すること、または改定）
②諸手当等制度
（諸手当制度、退職金制度又は賞与制度を新たに導入すること）
③人事評価制度
（生産性向上に資する人事評価制度を新たに導入すること、または改定）

１制度導入につき
２０万円

（２５万円）

④職場活性化制度
（メンター制度、従業員調査又は1on1ミーティングを新たに導入すること）
⑤健康づくり制度
（人間ドックを受診する制度を新たに導入すること、または改定）

■助成額

１．雇用管理制度

※（ ）内は賃金要件（労働者の賃金を３％以上、５％以上または７％以上引き上げる取組み）を満たした場合の支給額

活 用 度



雇用する対象従業員が直接作業していた行為について、業務負担軽減機器等（※１）を導入し、離職
率を目標値以上に低下させた場合に以下の金額が支給されます。

※（ ）内は賃金要件（労働者の賃金を３％以上、５％以上または７％以上引き上げる取組み）を満たした場合の支給額
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上限額助成額
１５０万円

（１８７．５万円又は
２２５万円）

対象経費の１/２
（６２．５/１００又は７

５/１００）
雇用環境整備の措置

※ 対象経費とは、機器・設備等の購入費用（購入価格）の他、設定費用、従業
員等に対する研修費用、機器・設備等の設置・撤去等の費用、リース契約及
びライセンス契約等に係る費用を含みます。

雇用管理制度とあわせて最大２３０万円（賃金要件を満たした場合は３２５万円）が支給され
ます。

■助成額

（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
①人材確保等支援助成金（雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）

活 用 度

２．雇用環境整備の措置

（※１）「新規導入」または「更新」を含みます。



（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
①人材確保等支援助成金（雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）
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■対象経費となる業務負担軽減機器等の例

【令和8年度版】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

１ 建設業：建築用ソフトウェアによる施工管理の負担軽減
２ 卸売業：電動搬入・搬出カートによる搬入作業の負担軽減
３ 宿泊業・飲食サービス業：食器洗浄機による洗浄作業の負担軽減
４ 医療・福祉：車いす昇降リフトによる介助作業の負担軽減

計画期間が終了してから１２か月間での離職率（評価時離職率）が３０％以下であることに加え
て、事前に定められた目標値以上に低下している必要があります。

■離職率を目標値以上に低下させるとは？

１０人以上１～９人事業所における雇用保険一般被保険
者の人数規模区分

１％ポイント現状維持低下させる離職率ポイント目標値
※定年退職者や重責解雇等による離職者は離職率の計算に含みません。

活 用 度



（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
①人材確保等支援助成金（雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）
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社員がやりがいを持って元気に長く働いてくれる会社にす
るため、業務の負担を減らし、ワークエンゲージメントを
高めたい。

賃金アップし、賃金規定制度を整備して諸手当制度を
導入した。さらに車いす昇降リフトなど介護補助機器
を300万円分購入して社員の介助作業負担を減らし、
離職率低下目標も達成した。

「人材確保等支援助成金」の雇用管理制度・雇
用環境整備助成コースで325万円受給（内訳：賃
金規定制度50万円＋諸手当等制度50万円＋雇用
環境整備（対象経費の75/100）225万円）

活 用 度

【令和７年度版】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術



（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
②人材確保等支援助成金（外国人労働者就労環境整備助成コース）

外国人労働者の就労環境整備措置として、以下の必須メニューに加え、選択メニューのハ.～ホ.のい
ずれか１つ以上を実施する必要があります。
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イ.雇用労務責任者の選任
必須メニュー ロ.就業規則等の多言語化（※）

ハ.苦情・相談体制の整備
選択メニュー ニ.一時帰国のための休暇制度の整備

ホ.社内マニュアル・標識類等の多言語化（※）

※多言語化とは、外国人労働者の母国語や使用する言語又は平易な（易しい）日本語を用いて
記載すること等をいいます。

外国人労働者の職場定着のため、外国人特有の事情（日本の労働法制や雇用慣行等の知識不足、言
語の違い等）に配慮した就労環境の整備を行う会社が利用できます。

■具体的な取組み（就労環境整備措置）

活 用 度



（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
②人材確保等支援助成金（外国人労働者就労環境整備助成コース）
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１つの措置導入ごと２０万円（上限８０万円）助成額
※必須メニュー２つ＋選択メニュー１つ以上（合計３つ以上）の導入が必要です。助成

額は６０万円（３制度）、又は８０万円（４制度又は５制度）です。
■主な支給要件

以下の外国人労働者離職率の目標を達成する必要があります。
①就労環境整備措置の実施日の翌日から６か月経過す
るまでの外国人労働者の離職率が、１５％以下である
こと（ただし、外国人労働者が２人以上１０人以下の
場合は、６か月経過後の外国人労働者離職者数が１名
以下であること）
②離職率算定期間末日まで雇用している外国人労働者
が１名以上いること

外国人労働者の離
職率

■助成額

活 用 度



（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
③ 働き方改革推進支援助成金（労働時間短縮・年休促進支援コース）
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交付申請締切り：令和８年１１月３０日

次のいずれにも該当する会社が利用できます。
（１）全ての対象事業場において、交付申請時点で、年５日

の年次有給休暇の取得に向けて就業規則を整備している

（２）交付申請時点で、次に示す成果目標①から③のいずれ
かが未達成であること

活 用 度

【令和８年度版】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

■対象となる会社
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■成果目標
以下の「成果目標」のうち1つ以上を選択して実施することが必要です。

①月60時間を超える36協定について、時間外・休日労働時間数を短縮し、月60時間
以下、又は月60時間を超え月80時間以下に上限を設定し、所轄労働基準監督署長に
届出を行うこと

②年次有給休暇の計画的付与の規定を新たに導入すること

③時間単位の年次有給休暇の規定を新たに導入し、かつ、特別休暇（病気休暇、
教育訓練休暇、ボランティア休暇、不妊治療のための休暇、時間単位の特別休
暇等の有給の休暇）の規定をいずれか１つ以上新たに導入すること

※上記の成果目標に加えて、対象事業場で指定する労働者の時間当たりの賃金額を３％以上、５％以上又
は７％引き上げることや、割増賃金率を上げること（所定割増賃金率を5%以上引き上げること、又は1
か月45時間超60時間以内の所定割増賃金率を50%以上とし、かつ労働者1人当たりの一定時間の時間外
労働時間数を10時間以上削減すること）を成果目標に加えることができます。

活 用 度

【令和8年度版】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
③ 働き方改革推進支援助成金（労働時間短縮・年休促進支援コース）
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■対象となる取組み

活 用 度

【令和8年度版】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

以下のいずれか１つ以上を実施することが必要です。
１ 労務管理担当者に対する研修（※）
２ 労働者に対する研修（※）、周知・啓発
３ 外部専門家（社会保険労務士など） によるコンサルティング
４ 就業規則・労使協定等の作成・変更
５ 人材確保に向けた取組み
６ 労務管理用ソフトウェア、労務管理用機器、デジタル式運行記録計の導入・
更新
７ 労働能率の増進に資する設備・機器等の導入・更新
※ 研修には、勤務間インターバル制度に関するもの及び業務研修を含みます。

（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
③ 働き方改革推進支援助成金（労働時間短縮・年休促進支援コース）
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成果目標の達成状況に応じて、支給対象となる取組みの実施に要した経費の
一部が支給されます。

・以下のいずれか低い額
１ 「成果目標①から③の上限額（25～200万円）」及び、「賃金引上げ達成
時と割増賃金率引上げ達成時の加算額（最大820万円）」の合計額

２ 対象経費の合計額×補助率３/４（※）
※ 常時使用する労働者数が30人以下かつ、支給対象の取組みのうちで６、７を実施する場合で、そ

の所要額が30万円を超える場合の補助率は４/５。

活 用 度

【令和8年度版】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

■助成額

（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
③ 働き方改革推進支援助成金（労働時間短縮・年休促進支援コース）



（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
④ 働き方改革推進支援助成金（勤務間インターバル導入コース）
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交付申請締切り：令和８年１１月３０日

次のいずれにも該当する会社が利用できます。
（１） 交付申請時点で、36協定が締結・届出され、かつ過去２年間で月45時間を

超える時間外労働の実態がある会社
（２） 交付申請時点で、年５日の年次有給休暇の取得に向けて就業規則等を整備

している会社
（３）次のアからウのいずれかに該当する会社

ア 勤務間インターバルを導入していない会社
イ 既に休息時間数が９時間以上の勤務間インターバルを導入しており、そ

の対象者が事業場の労働者の半数以下の会社
ウ 既に休息時間数が９時間未満の勤務間インターバルを導入している会社

活 用 度

【令和８年度版】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

■対象となる会社
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■成果目標
（下記ア、イ、ウは、前ページの対象となる会社（３）ア、イ、ウに対応します）
ア 新規に所属労働者の1/4を超える労働者を対象とする勤務間インターバル

を導入すること
イ 労働者の範囲を拡大し、所属労働者の1/4又は半数を超える労働者を対象

とすること
ウ 所属労働者の1/4又は半数を超える労働者を対象として、休息時間数を２

時間以上延長して、９時間以上とすること
※上記の成果目標に加えて、対象事業場で指定する労働者の時間当たりの賃金額を３％以上、５％以上

又は７％引き上げることや、割増賃金率を上げること（所定割増賃金率を5%以上引き上げること、
又は1か月45時間超60時間以内の所定割増割増率を50%以上とし、かつ労働者1人当たりの一定時間
の時間外労働時間数を10時間以上削減すること）を成果目標に加えることができます。

※対象となる取組みは働き方改革推進支援助成金（労働時間短縮・年休促進支援コース）と同じです。

活 用 度
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（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
④ 働き方改革推進支援助成金（勤務間インターバル導入コース）
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取組みに要した助成対象経費の合計額の補助率３/４(※１）
が支給されます。ただし、以下の金額が上限となります。

「新規導入」休息時間数
50万～100万円(※２）9時間以上11時間未満
75万～150万円(※２）11時間以上

※１ 常時使用する労働者数が30人以下かつ、支給対象の取組みのうちで６、７を
実施する場合で、その所要額が30万円を超える場合の補助率は４/５。

※ 2 適用する労働者の割合（1/2超、又は1/4超1/2以下）によって上限額が異な
ります。

※ 賃金引上げ達成時と割増賃金率達成時には最大820万円の上限額が加算されま
す。

※ 前ページ成果目標イ・ウについては、適用する労働者の割合又は勤務間イン
ターバルの設定時間によって助成額が異なります。

活 用 度

【令和８年度版】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

■助成額

（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
④ 働き方改革推進支援助成金（勤務間インターバル導入コース）
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労務管理を効率化するため、労働時間管理と賃金計算がリンクするソフトを導
入の予定。交付申請書を労働局へ提出した。
【締切りは１１月３０日】

交付決定後に、７０万円の労務管理ソフトを導入し費用を支払った。ま
た就業規則を改定し、労働時間の管理について、労務管理担当者と労働
者へ研修を実施した。あわせて勤務間インターバルを新規導入した。

申請し、審査の後５６万円（７０万×４/５）
が支給される（３０名以下の企業の場合）。

活 用 度

【令和８年度版】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
④ 働き方改革推進支援助成金（勤務間インターバル導入コース）



（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
⑤ 業務改善助成金
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生産性向上のための設備投資（機械設備、コンサルティング導入
や人材育成・教育訓練）などを行うとともに、事業場内最低賃金
（事業場で最も低い時間給）を一定額以上引き上げた会社が利用
できます。

活 用 度
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次のいずれにも該当する会社が利用できます。
（１）中小企業・小規模事業者であること（大企業と密接な関係
を有する企業（みなし大企業）でないこと）
（２）事業場内最低賃金が、令和８年度地域別最低賃金未満であ
ること
（３）解雇、賃金引き下げなどの不交付事由がないこと

■対象となる会社



（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
⑤ 業務改善助成金
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活 用 度

【令和８年度版】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

申請期間：令和８年９月１日から申請事業所の都道府県において適用され
る地域別最低賃金発効日の前日まで又は同年１１月末日までのいずれか早
い日

賃金引上げ期間：令和８年９月１日から申請事業所に適用される地域別最
低賃金発効日の前日

事業完了期限：交付決定年度の１月３１日

■申請期限と賃金引上げの期間

■令和７年度からの主な変更点
・自動車（特殊用途自動車を除く）は、助成対象外となりました。
・引き上げる対象労働者は雇用保険被保険者のみとなりました。
・物価高騰等要件に係る売上高総利益率及び売上高営業利益率の申出書の
記入について、「最近３か月間のうち任意の１月」から「最近６か月間平
均」になりました。

NEW



（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
⑤ 業務改善助成金

80

活 用 度

【令和８年度版】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術

■助成上限額 ※（ ）内は事業場規模が３０人未満の場合

事業場内最低賃金の引上げ額引き上げる
労働者数 ９０円以上７０円以上５０円以上

９０万円（１００万円）４０万円（５０万円）３０万円（４０万円）１人

１５０万円（２４０万円）５０万円（１００万円）４０万円（７０万円）２～３人

２７０万円１３０万円７０万円４～５人

３６０万円１８０万円９０万円６～７人

４５０万円２３０万円１１０万円８人以上

６００万円３００万円１３０万円１０人以上

※引き上げる労働者数１０人以上の上限額は一定の要件を満たした場合に適用されます。



（４）「人材確保・働き方改革」の助成金
⑤ 業務改善助成金
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活 用 度
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■助成率
事業場内最低賃金1,050円以上事業場内最低賃金1,050円未満

3/44/5

■対象となる設備投資など
・POSレジシステム導入による在庫管理の短縮
・リフト付き特殊車両の導入による送迎時間の短縮機器・設備の導入

・国家資格者による、顧客回転率の向上を目的とした業務
フロー見直し経営コンサルティング

・顧客管理情報のシステム化その他

※他にも要件があります。詳細は、各取扱機関にお問い合わせください。



３．助成金活用の注意点
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 申請書類や添付書類に注意が必要
 添付する賃金台帳やタイムカード等にも

注意が必要
 毎年改正が行われているため情報収集が

必要
 事前申請／事後申請がある
 申請期限に注意

【令和８年度】会社を元気にする!!使いやすい『助成金』活用術



 労働保険（社会保険）に加入していない
 解雇者を毎年出している
 労働保険料など滞納している
 最低賃金を下回っている
 残業代を払っていない

日ごろからの準備が大事！

３．助成金活用の注意点
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こんな会社は厳しい‥
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